














































電子化されている 72.10% 81.00% 94.50%
すべて電子化 20.20 24.40 36.50
一部電子化 51.90 56.60 58.00




総務・文書部門 75.50% 84.10% 90.40%
協議・調整部門 84.90 86.30 97.70
秘書・人事・給与等部門 69.40 80.90 95.00
会計・経理・予算部門 51.80 62.20 89.70


























































































































　「国家情報化推進戦略（Strategy for Developing Informationization of the State）」（2006
～2020年）を実行するため，SAACおよび国務院情報化弁公室（Office of Informationization 



































































































































































































































































共通 共通 固有 衛生
固有 総務 環境
財務 都市施設
市民 運輸
社会福祉 教育
経済
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書（簿冊）の名称（タイトル）数は約１万２千である。
　大阪市公文書館における収集基準は先述の「大阪市公文書管理条例」に基づいて，永年文書
以外でも「歴史的，文化的価値のある公文書」を選考し収集している。この歴史的，文化的価
値を有する公文書の取扱いについての調査研究を行うため，大阪市公文書館では運営委員会（学
識経験者など４名，オブザーバー３名）に判定をお願いしている。「収集基準」は38項目（表４）
あるが，その具体的適用は慎重な手続きでおこなっている。
表４　公文書館公文書収集基準
1 行政の総合企画に係る文書
2 制度の新設，変更，廃止に係る文書
3 条例，規則等制定改廃に係る文書
4 重要な儀式，表彰及び行事に係る文書
5 予算の編成及び執行，決算に係る基本的な文書
6 重要な台帳，原簿
7 施設の創設及び廃止に係る文書
8 公有財産の取得，管理，運用，処分に係る主要な文書
9 重要な契約，委託に係る文書
10 各種委員会，審議会等の記録（類似の組織を含む）
11 重要な内部会議及び市が構成員となっている諸会議の記録
12 重要な通達，要綱に係る文書
13 局長以上の職にある人の事務引継書
14 職員録等の人事に係る文書
15 統計調査で総括的な文書
16 各種の調査，研究の記録
17 中央省庁等との連絡調整文書
18 他都市等との行政協力に係る文書
19 広域行政に係る文書
20 請願，陳情，要望等に係る文書
21 訴訟，紛争に係る文書
22 市行政の広報企画文書
23 施策の講評記録
24 行政の運営状況を監察した文書
25 重大な事故，災害に係る文書
26 重要な福祉事業に係る文書
27 重要な区行政及び地域振興に係る文書
28 選挙事務に係る基本的な管理運営の記録
29 産業，経済の育成・指導・調整文書
30 都市機能の整備に係る基本的な文書
31 市民生活の健康，安全，衛生に係る基本的な文書
32 市民の教育及び文化向上を図る基本的な文書
33 市が関わる団体の設置・廃止等についての基本的な文書
34 市の情報公開や文書管理に関する基本的な文書
35 市民の社会経済生活の実態を具体的に示す文書
36 環境問題に関する基本的な文書
37 多様な市民の共同・共生とその施策に関する基本的な文書
38 市職員の業務・労働の実態を具体的に示す文書
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　まず，大阪市公文書館は，外部の近現代史研究者を「専門委員」に委嘱し（現在は２名），「歴
史的・文化的価値を有する」公文書の判定を依頼する。前年度の例では月１回の頻度で年間十
数回の判定会議を開催している。大阪市の場合，事業所が分散しているので，なるべく現地へ
出張し，有期限文書についても行政部門の担当者から資料内容の説明を受け，公文書館へ移管
すべきか否かの判断をおこなう。その際は公文書館内部のスタッフも立会う。有期限文書を永
久保存する場合は，「文書収集基準」の「第何項に準ずる」という理由づけをおこなう。その
判断は前述の公文書館運営委員会に掛け，そこで最終判断を仰ぎ，決定する。
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図１　公文書館に収蔵されるまでの流れ
現代の記録を未来に伝える─国際公文書館会議東アジア地域支部総会から学ぶ─
- 197 -
（３）公文書館の普及・展示
　国や地方自治体の公文書館は，その保存資料の利用促進，普及活動のため，企画展または特
別展示を開催している。大阪市公文書館においても，2006年度は「高度経済成長期の大阪市政」，
2007年度は「大阪市の下水道」というテーマで特別展を開催し，そのテーマにふさわしい専門
家に講演を依頼し，一般市民に参加してもらった。さらに，2年前から「出前展示」を実施し
ている。大阪市役所１Fで毎年10月２週間の展示，区役所新築オープン時に展示をするなど，
いずれも好評であった。
　また，公文書館の管理運営面での課題としては，次のことがあげられる。
　（ａ ）紙媒体（行政文書，刊行物）以外のマイクロフィルム，映像，写真，航空写真，ポス
ター，地図，パネル等の分類方法と整理
　（ｂ ）本稿の前半で取上げた「電子記録」の保存問題への取組み
　（ｃ ）歴史文書における「個人情報」の含まれた資料の取扱い基準（公開，非公開基準）の
明確化
　（ｄ ）Archivistなど専門職の導入，専門性を向上させる研修（内部，外部）
　（ｅ ）図書館，博物館との連携
〔追補〕
　最近公刊されたArchives関連の論稿で注目すべき論稿を追加しておきたい。
　（１ ） 松岡資明（日本経済新聞社　編集委員）「現代を歴史に刻む－アーカイブズ新しい芽－」
（20回連載）（日経新聞　2007年11月26日～12月21日）
　（２ ）菊地光興（国立公文書館館長）「世界に誇れる公文書制度の整備を」『論座』（朝日新聞
社）2008年２月号　pp.109-114
おわりに
　本稿後半における大阪市公文書館の当面する課題については，大阪市の公式見解ではなく，
筆者個人の見解であることをおことわりしてしておきたい。また，文書館学（Archival 
Science）は図書館学ときわめて近い隣接科学であるので，図書館学ご専攻の志保田教授の御
退任記念号に投稿させていただいた。
　本学図書館学専任教授として司書課程および司書講習に御貢献された志保田 務 教授に敬意
を表し，感謝申し上げます。
 （2008年１月21日受理）
